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■ 主要検討項目の見直し（事業内容を見直すもの）　　改革ビジョン（案）P10補足資料 ※主要検討項目の見直しについては平成24年度以降順次実施します。

事業名 H23予算（千円） 事業目的 事業内容 ・見直しの考え方等

1 市民（駅前）サービスコーナーの見直し 25,394
市民サービスのより一層の向上を
図るために設置

戸籍及び除籍の謄本及び抄本、住民票の写
し、印鑑登録証明書の交付などを行う。

○見直しの考え方
・本庁と近い場所に位置する市民（駅前）サービスコーナーを見直す必要がある。
・休日の対応については、大日サービスコーナーのみで対応する。
・住民票等のコンビニ交付制度の導入を検討する。

○見直し内容
・市民（駅前）サービスコーナーは廃止

2 国民健康保険料収納推進員制度の見直し 35,840 国民健康保険料の個別訪問徴収

・保険料の収納
・被保険者との事務連絡
・納入通知書及び被保険者証の送付
・その他保険行政を円滑に運営するために必
要な事項

○見直しの考え方
・個別徴収方法そのものを抜本的に見直す必要がある。

○見直し内容
・制度の見直しを検討

3 消防団のあり方の検討 12,759
消防組織法第１８条に基づく設置
（守口市消防団条例）

・業務内容
　火災出動、訓練大会への出動、各種研修会
への参加　等
・人員体制：条例定数165人
・組織：13分団

○見直しの考え方
・市が公費を投じて設置する組織である消防団が、一部地域のみの設置になっていることに
問題がある。

○見直し内容
・市として消防団のあり方についての結論を出す。

4 家庭保育所保育料差額等補助金の見直し 82,052

児童福祉法の精神にのっとり、
日々の保育に欠ける児童を家庭
等において安全に保育する施設に
対し助成することにより、児童の健
全な育成に資する。

・保育料差額補助金
　１人あたりの保育料を64,000円と定め、所得
等による階層区分に応じて、保育料との差額を
交付する。
・家庭保育補助金
　各月初日の在籍１人あたりを基礎として、国
の保育単価などを基に積算した額を交付する。
・運営費補助金
　各施設の定員１人あたり月額1,770円を乗じた
額を交付する。

○見直しの考え方
・認可園（公・民）による0～2歳児の保育充実を最優先に考える。
・待機児童解消のための家庭保育所の役割を改めて検証する。
・他の認可外保育所への入所者も含めた保育需要の把握に一層努める。

○見直し内容
・補助金制度の見直しを検討

5 介護予防運動教室事業の見直し 8,502

介護予防の観点から、日常生活に
おける身体運動の必要性を啓発
するとともに、生活習慣病や転倒
等を未然に防止し、生き生きとした
生活を支援。

・市民体育館において「介護予防運動教室」を
実施
・年間24教室、延べ1,008コマの教室を実施
・財団法人守口市スポーツ振興事業団に委託

○見直しの考え方
・受講者が習得した知識を生かし地域で活動できるようリーダーの育成に重点を置くなど、事
業内容の見直しを検討する。

○見直し内容
・事業の見直しを検討
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事業名 H23予算（千円） 事業目的 事業内容 ・見直しの考え方等

6 学校安全対策事業の見直し
(警備)39,681

(放課後)17,292
小学校施設における不審者対策
及び下校時における安全確保

・小学校における不審者侵入などを防止し、子
どもの安全を確保するため警備員を配置。

・放課後下校時の安全確保のため、市内36か
所に警備員を配置。

○見直しの考え方
・安全確保は重要であるが、方策については、他市の状況も含め見直す必要がある。
・防犯委員会やボランティア団体との連携強化による取組みも検討する。

○見直し内容
・地域による安全対策への転換を検討する。
・防犯委員会等への積極的支援を実施。
・正門警備は、自動施錠システムなどの導入による警備強化の対策も講じる。

7 小中学校就学奨励金のあり方の検討 172,378
経済的理由によって就学困難な児
童及び生徒について、就学援助費
を支給する。

・支給対象者は、市立の小中学校に在学する
児童・生徒の保護者で教育委員会が生活保護
法第６条第２項に規定する要保護者及び要保
護者に準ずる程度に困窮していると認める者。

・対象は、生活保護世帯、基準額以下の世帯、
生活保護を停止又は廃止された世帯。（申請の
日の属する年度）

○見直しの考え方
・他市との基準額格差など、支給基準のあり方を検討する必要がある。

○見直し内容
・事業のあり方を検討

8 私立幼稚園保護者補助金のあり方の検討 17,565

・私立幼稚園に就園する園児の保
護者に対する補助金

・私立幼稚園に就園する園児の健
康の増進、維持管理に資する

・保護者補助金
　園児１人につき年額23,000円

・健康管理補助金
　私立幼稚園が実施する健康診断等に係る費
用の一部を補助する。
（補助金の額は園児１人につき年額800円まで）

○見直しの考え方
・私立幼稚園と公立幼稚園の役割を整理する中で補助金のあり方を検討する必要がある。

○見直し内容
・補助金のあり方を検討

9 公民館講座（市主催分）のあり方の検討 1,155 社会教育の推進
家庭教育の向上など必要課題事業をはじめと
する講座を市直営事業として開催

○見直しの考え方
・公民館活動推進事業として講座は開催されており、市直営分の講座のあり方を検討する必
要がある。

○見直し内容
・事業のあり方を検討

10 守口市社会福祉協議会補助金の見直し 43,200

福祉関係法等の精神に基づき活
動している福祉関係団体に対し
て、その運営経費の一部を補助す
ることにより、団体の健全な育成と
市民福祉の増進に資する。

補助金の内訳
・日常生活自立支援事業
・ボランティアセンター事業
・スマイルサービス事業
・小地域ネットワーク活動推進事業
・人件費

○見直しの考え方
・法人の自主事業収入を勘案し、運営補助のあり方を検討する必要がある。

○見直し内容
・補助金のあり方を検討
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